
第36期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

株式会社ファンケル

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および定款第14条の規
定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.fancl.jp/soukai/）に掲載することにより株主の皆様に提供
しております。
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連結注記表
　
1． 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1） 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 ９社
主要な連結子会社の名称
「事業報告」の１「企業集団の現況」６.「重要な子会社の状況」をご参照ください。
　当連結会計年度より、非連結子会社でありましたFANCL INTERNATIONAL,INC.および
boscia,LLCは重要性が増したため連結の範囲に含めております。

② 主要な非連結子会社の名称
㈱ファンケルスマイル

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰
余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に
含めておりません。

（2） 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社の数
該当ありません。

② 持分法を適用した関連会社の数
該当ありません。

③ 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な会社等の名称
（非連結子会社）
㈱ファンケルスマイル

（関連会社）
㈱グリーンヒル

（持分法を適用しない理由）
　持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、
連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲に
含めておりません。

④ 他の会社等の議決権の20％以上、50％以下を自己の計算において所有しているにもかかわらず関連会
社としなかった当該他の会社等の名称
Fantastic Natural Cosmetics Limited
Fantastic Natural Cosmetics（China）Limited

（関連会社としなかった理由）
　当社は当該２社の議決権の40％を所有しておりますが、当該２社に対して財政および営業又は事業
の方針の決定に対して重要な影響を与えることができないため関連会社の範囲に含めておりません。
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（3） 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、FANCL ASIA（PTE）LTD、FANCL INTERNATIONAL,INC.およびboscia,LLCの決
算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日ま
での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

（4） 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
1） 有価証券
その他有価証券
　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算定)
　時価のないもの 総平均法による原価法

2） デリバティブ 時価法
3） たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
　貸借対照表価額は原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。
製品・仕掛品・原材料 総平均法による原価法
商品 月別総平均法による原価法
貯蔵品 最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
1） 有形固定資産(リース資産を除く)

建物(建物附属設備を除く)
・平成10年３月31日以前に取得したもの 旧定率法
・平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの 旧定額法
・平成19年４月１日以降に取得したもの 定額法
建物以外
・平成19年３月31日以前に取得したもの 旧定率法
・平成19年４月１日以降に取得したもの 定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ２～22年
工具、器具及び備品 ２～20年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌連
結会計年度から５年間で均等償却しております。

2） 無形固定資産(リース資産を除く) 定額法
　なお、ソフトウエア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。
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3） リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

4） 長期前払費用 定額法
③ 重要な引当金の計上基準
1） 貸倒引当金
　期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒
懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

2） 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

3） ポイント引当金
　将来のポイント使用に備えるため、未使用のポイント残高に対して、過去の使用実績から将来使用さ
れると見込まれる金額に基づき計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項
1） 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法によ
り費用処理しております。

2） 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

3） 消費税等の会計処理
　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税および
地方消費税は当連結会計年度の費用として処理しております。

　
2． 会計方針の変更に関する注記

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会
計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)および「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準
第７号 平成25年９月13日)等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更を行っておりま
す。
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3． 表示方法の変更
　前連結会計年度において「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「受取賃貸料」は、金額の重要性が増
したことから、当連結会計年度より区分掲記しております。

　
4． 連結貸借対照表に関する注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額 27,515百万円

　減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
（2） 担保に供している資産

　千葉工場(千葉県流山市所在)の土地(期末簿価591百万円)・建物(期末簿価1,165百万円)は、流山工業団地
協同組合の借入金を担保するため、根抵当権(極度額1,450百万円)が設定されております。

（3） 国庫補助金等の受入による圧縮記帳額は、土地173百万円であり、連結貸借対照表計上額はこの額を控除
しております。

　
5． 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1） 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数
（株）

当連結会計年度増加株式数
（株）

当連結会計年度減少株式数
（株）

当連結会計年度末株式数
（株）

普 通 株 式 65,176,600 － － 65,176,600
　

　
（2） 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数
（株）

当連結会計年度増加株式数
（株）

当連結会計年度減少株式数
（株）

当連結会計年度末株式数
（株）

普 通 株 式 1,152,357 1,501,604 100,584 2,553,377
　(注)１ 普通株式の自己株式の株式数の増加1,501,604株は、取締役会決議による自己株式取得1,500,000株および単元未満株式

の買取請求1,604株によるものであります。
　２ 普通株式の自己株式の株式数の減少100,584株は、新株予約権の行使100,400株および単元未満株式の買増請求184株に

よるものであります。
　
（3） 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成27年５月11日 取締役会 普通株式 1,088 17 平成27年３月31日 平成27年６月22日

平成27年10月29日 取締役会 普通株式 1,063 17 平成27年９月30日 平成27年12月４日
　

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

平成28年４月27日
取締役会 普通株式 1,064 利益剰余金 17 平成28年３月31日平成28年６月27日
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（4） 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
新株予約権の内訳 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

平成18年11月15日開催 取締役会決議 普通株式 4,300株

平成19年11月12日開催 取締役会決議 普通株式 25,500株

平成20年11月14日開催 取締役会決議 普通株式 33,800株

平成21年11月12日開催 取締役会決議 普通株式 24,200株

平成22年11月15日開催 取締役会決議 普通株式 41,900株

平成23年９月12日開催 取締役会決議 普通株式 302,400株

平成23年11月14日開催 取締役会決議 普通株式 51,400株

平成24年９月13日開催 取締役会決議 普通株式 17,000株

平成24年11月12日開催 取締役会決議 普通株式 66,100株

平成25年11月14日開催 取締役会決議 普通株式 96,400株

平成26年１月15日開催 取締役会決議 普通株式 1,243,200株

平成26年10月30日開催 取締役会決議 普通株式 73,000株

平成27年10月29日開催 取締役会決議 普通株式 82,200株
　

　
6． 金融商品に関する注記
（1） 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当企業集団は、資金運用については資金運用規程に基づき短期的な預金および安全性の高い金融資産に
限定し運用しております。
　また、デリバティブ取引については、投機的な取引は行わない方針です。なお、当企業集団は、当連結
会計年度においてデリバティブ取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品に係るリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、当企業集団の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引
先の信用状況を１年ごとに把握する体制としております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（2） 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握
することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)をご参照ください)。

　

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 18,034 18,034 －
② 受取手形及び売掛金 9,945 9,945 －
③ 有価証券 8,006 8,006 －

資産計 35,986 35,986 －
① 支払手形及び買掛金 2,547 2,547 －
② 未払金 4,980 4,980 －

負債計 7,527 7,527 －
（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産
①現金及び預金並びに②受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
なお、受取手形及び売掛金については、対応する貸倒引当金を控除しております。

③有価証券
これらの時価について、債券は主として取引金融機関等から提示された価格によっております。

負 債
①支払手形及び買掛金並びに②未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
　

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 ※ 5,656
　

　※ 非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
　なお、当連結会計年度において、非上場株式について１百万円の減損損失の計上を行っております。

　
7． １株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 1,100円39銭
（2） １株当たり当期純利益金額 ８円31銭
　
8． 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
　

※ 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　
1． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法
② その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定)
時価のないもの 総平均法による原価法

（2） デリバティブ等の評価基準及び評価方法 時価法
（3） たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
　貸借対照表価額は原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。
① 商品 月別総平均法による原価法
② 貯蔵品 最終仕入原価法

（4） 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)
建物(建物附属設備を除く)
・平成10年３月31日以前に取得したもの 旧定率法
・平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの 旧定額法
・平成19年４月１日以降に取得したもの 定額法

建物以外
・平成19年３月31日以前に取得したもの 旧定率法
・平成19年４月１日以降に取得したもの 定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
構築物 ３～45年
機械及び装置 ４～12年
車両運搬具 ４～５年
工具、器具及び備品 ２～15年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌事業
年度から５年間で均等償却しております。
② 無形固定資産(リース資産を除く) 定額法
　なお、ソフトウエア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。
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③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
④ 長期前払費用 定額法

（5） 引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
③ ポイント引当金
　将来のポイント使用に備えるため、未使用のポイント残高に対して、過去の使用実績から将来使用され
ると見込まれる金額に基づき計上しております。
④ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき
計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法によ
り費用処理しております。

（6） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異
なります。

② 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税および地
方消費税は当事業年度の費用として処理しております。

　
2． 会計方針の変更に関する注記
　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)および「事業分離等に関する会
計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日)等を当事業年度から適用しております。
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3． 貸借対照表に関する注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額 11,373百万円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
（2） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

① 短期金銭債権 4,135百万円
② 長期金銭債権 4,767百万円
③ 短期金銭債務 9,367百万円

　
4． 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
① 売上高 13,297百万円
② 仕入高 24,232百万円
③ その他の営業取引高 174百万円
④ 営業取引以外の取引高 96百万円

　
5． 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

普 通 株 式 1,152,357 1,501,604 100,584 2,553,377
　(注)１ 普通株式の自己株式の株式数の増加1,501,604株は、取締役会決議による自己株式取得1,500,000株および単元未満株式

の買取請求1,604株によるものであります。
２ 普通株式の自己株式の株式数の減少100,584株は、新株予約権の行使100,400株および単元未満株式の買増請求184株に
よるものであります。
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6． 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　未払事業税 20百万円
　未払地方法人特別税 11百万円
　賞与引当金 209百万円
　ポイント引当金 460百万円
　貸倒引当金 300百万円
　退職給付引当金 181百万円
　長期未払金（注） 10百万円
　投資有価証券及び関係会社株式 1,854百万円
　資産除去債務 102百万円
　減損損失 169百万円
　その他 493百万円
繰延税金資産小計 3,816百万円
　 評価性引当額 △2,349百万円
繰延税金資産合計 1,466百万円

繰延税金負債
　資産除去債務に対応する除去費用 △15百万円
　その他 △1百万円
繰延税金負債合計 △17百万円

繰延税金資産の純額 1,449百万円
　

（注）当社の役員退職慰労金によるものであります。
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7． 関連当事者との取引に関する注記
（1） 子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合（％）

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社

㈱ ア テ ニ ア
所有
直接
100.0

役 員 の 兼 任 役務提供収入
(※3) 1,242 営業未収入金 120

㈱ファンケル発芽玄米
所有
直接
100.0

役 員 の 兼 任
資 金 の 援 助

資 金 の 貸 付
(※2) ─ 長 期 貸 付 金

(※4) 2,731

FANCL ASIA (PTE) LTD
所有
直接
100.0

役 員 の 兼 任 商 品 の 販 売
(※1) 5,306 売 掛 金 650

㈱ フ ァ ン ケ ル 美 健
所有
直接
100.0

役 員 の 兼 任

商 品 の 仕 入
(※1) 2,177 買 掛 金 231

資 金 の 預 り
(※2) 500 預 り 金 500

㈱ファンケル化粧品
所有
直接
100.0

役 員 の 兼 任

役務提供収入
(※3) 2,974 営業未収入金 228

商 品 の 仕 入
(※1) 12,375 買 掛 金 847

資 金 の 預 り
(※2) 2,000 預 り 金 2,000

㈱ファンケルヘルスサイエンス
所有
直接
100.0

役 員 の 兼 任
資 金 の 援 助

役務提供収入
(※3) 3,730 営業未収入金 484

商 品 の 仕 入
(※1) 9,678 買 掛 金 722

資 金 の 貸 付
(※2) 2,000 長 期 貸 付 金 2,000

　

(注)１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
(※1) 価格その他の取引条件は定期的な価格交渉の上で決定しております。
(※2) 資金の貸付および資金の預りに係る金利については、市場金利を勘案し決定しており、返済条件は当該会社と個別に交

渉し、決定しております。
(※3) 役務提供収入については事業年度毎に価格を決定しております。
(※4) 当該貸付金に対し、919百万円の貸倒引当金を計上しております。
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（2） 役員及び個人主要株主等

種 類 会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合（％）

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

役員に準ずる者 池 森 行 夫
被所有
直接
2.21

当 社 顧 問 顧 問 報 酬
(※4) 12 ─ ─

役員及び主要
株主又はその
近親者が議決
権の過半数を
自己の計算に
おいて所有し
ている会社等

㈱ ケ イ ア イ
(※1)

被所有
直接
13.64

事 務 所 の賃借

事務所敷金の差入
(※5) ─ 敷金及び保証金 29

事務所家賃の支払
(※5) 42 未 払 金 3

医 療 法 人 財 団
健 康 院
(※2)

─ 業 務 の 委 託 業務委託費の支払
(※6) 92 ─ ─

㈱ ピ ロ ー ズ
(※3)

被所有
直接
3.88

店 舗 の 賃 借

店舗敷金の差入
(※5) ─ 敷金及び保証金 31

店舗家賃の支払
(※5) 22 ─ ─

　

(注)１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
(※1) 当社の役員および主要株主である池森賢二が議決権の100％を所有しております。
(※2) 当社の役員及び主要株主である池森賢二の100％寄付により設立され、平成27年12月9日まで同氏が理事の一人を務め

ておりました。「取引金額」の欄は、平成27年12月9日までの金額を記載しております。
(※3) 当社の役員および主要株主である池森賢二の近親者が議決権の100％を所有しております。
(※4) 報酬については、当社内規に基づいて決定しております。
(※5) 事務所および店舗の賃借に係る取引条件は、近隣の賃料相場を参考にして、協議の上決定しております。
(※6) 価格その他の取引条件は定期的な価格交渉の上で決定しております。

　
8． １株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 892円74銭
（2） １株当たり当期純利益金額 ６円21銭
　
9．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

　
10．連結配当規制適用会社に関する注記
　当社は連結配当規制適用会社であります。

　
※ 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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